











































































































年 5 月 15 日。「六重苦」とは，①円高，②重い法人税・社会保険料負担，③経済連携協定（環太平洋パートナー
シップ（TPP）等）の遅れ，④柔軟性に欠ける労働市場，⑤行き過ぎた温暖化対策，⑥電力供給不足・コスト増の
ことであった。




















である（9）。中村が 2014 年 7 月に内閣官房参与として政権入りし，次いで 2016 年にバチカン大使に
就任したのは，その論功行賞だったのであろう（10）。
　とはいえ，第 2 節で詳しく述べるように，この関係改善はけっして自民党政権に行政改革を強い
た土光敏夫，稲山嘉寛会長時代（1974 年～ 1986 年）の経団連や，橋本龍太郎自社さ政権に金融
ビッグバンなどの橋本六大改革を行わせた豊田章一郎会長時代（1996 年～ 1998 年）の経団連のよ
うに，経営者団体側が政界に睨みを効かせる関係に戻ったわけではなかった。現在の経営者団体
は，政府側の圧力に屈する局面の方が多いのである。






いる。そして人口 1 億人を維持し，名目 3％，実質 2％程度の持続的成長を実現し（したがってイ
ンフレ率は 1％程度が想定されている），2030 年度時点の名目 GDP が約 830 兆円（国民一人当た
り約 700 万円）に，社会保障・税一体改革をはじめとする財政再建への取り組みなどによりプライ
（8）　「米倉経団連会長，安倍自民総裁の発言を批判『大胆な緩和というより，無鉄砲』」『朝日新聞』2012 年 11 月 27
日付朝刊。
（9）　「経財会議に経団連会長　政財接近，6 年ぶり就任」『朝日新聞』2014 年 9 月 6 日付朝刊。
（10）　「スイス大使に本田内閣官房参与，バチカンは中村参与」『日本経済新聞（電子版）』2016 年 3 月 11 日付。
（11）　日本経済団体連合会編『「豊かで活力ある日本」の再生―Innovation & Globalization』経団連出版，2015 年。
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　さらに 4 月 16 日発表の「労働者の活躍と企業の成長を促す労働法制」では，労働時間規制の適
用除外の拡大や 36 協定の特別条項に関する基準の柔軟な運用，就業規則の不利益変更の合理性に
関するルールの明確化など，労働政策の規制緩和を要求していた（14）。
　同友会も 6 月 13 日に「経済成長に向けた『人財の採用・育成・活用の真のダイバーシティを目
指す経営者の行動宣言』」で柔軟な採用，実力主義の徹底などによる日本特有の労働慣行の是正を
提言していた（15）。
（12）　首相官邸「一億総活躍社会の実現」2015 年 10 月 16 日（https://www.kantei.go.jp/jp/headline/ichiokusou 
katsuyaku/index.html，2018 年 2 月 3 日閲覧）。
（13）　日本経済団体連合会編『経営労働政策委員会報告〈2013 年版〉活力ある未来に向けて―労使一体となって
危機に立ち向かう』経団連出版，2013 年。
（14）　日本経済団体連合会編「労働者の活躍と企業の成長を促す労働法制」2013 年 4 月 16 日（https://www.keidan 
ren.or.jp/policy/2013/033_honbun.pdf）。
（15）　経済同友会 2012 年度人財育成・活用委員会編「経済成長に向けた『人財の採用・育成・活用の真のダイバー




　しかし安倍首相はそうした経営者団体の動きに，まず春闘たけなわの 2 月 12 日の経済三団体首
脳との意見交換会で，逆に賃上げ要請を行ってみせた（16）。






　9 月 20 日から，経済三団体首脳に連合首脳を加えた「政労使会議」が開催され，この場で 2014




強引に成立させるとともに，12 月 26 日に靖国神社に参拝して米国政府までをも激怒させた。しか
しながら，財界はそうした安倍首相の動きに釘を刺すことができなかった（19）。
　消費税増税が実施される 2014 年の春闘では，経団連の『2014 年版経労委報告』（20）がベースアッ
プにこだわらず（すなわち固定費化するベアは行いたくない），「年収ベースでみた報酬の引き上








　実際，経団連の会長交代が行われた後の 9 月 29 日から，2015 年春闘に向け，またもや計 4 回の
「政労使会議」が開催され，重ねて賃上げが労使に要請された。
（16）　日本経済団体連合会『経団連タイムス』2013 年 2 月 21 日付。
（17）　日本経済団体連合会編「2013 年春季労使交渉の大手企業業種別妥結結果（加重平均）の最終集計」2013 年 7
月 12 日（https://www.keidanren.or.jp/policy/2013/063.pdf）。
（18）　この政労使会議をめぐっては，拙稿「『逆』所得政策」考」都留文科大学地域社会学会編『地域社会研究 第
24 号』2014 年 3 月所収，で詳しく検討してあるので参照されたい。
（19）　小泉純一郎首相の靖国参拝に対しては，2004 年 9 月，当時の同友会代表幹事，小林陽太郎が苦言を呈し，




（21）　日本経済団体連合会編「2014 年春季労使交渉の大手企業業種別妥結結果（加重平均）の最終集計」2014 年 6
月 30 日（https://www.keidanren.or.jp/policy/2014/063.pdf）。
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散総選挙に打って出て，12 月 14 日の投開票で再度勝利を得たのであった。
















かしながら，その夏には，安全保障法制をめぐって国会が紛糾，1960 年の安保闘争や 1960 年代末
（22）　日本商工会議所，日本経済団体連合会，経済同友会，日本百貨店協会，日本チェーンストア協会，日本スー
パーマーケット協会，全国商工会連合会，全国中小企業団体中央会，全国商店街振興組合連合会「消費税の複数税
率導入に反対する意見」2014 年 7 月 2 日（http://www.keidanren.or.jp/policy/2014/064.html）。
（23）　日本経済団体連合会「2015 年春季労使交渉の大手企業業種別妥結結果（加重平均）の最終集計」2015 年 6 月
19 日（https://www.keidanren.or.jp/policy/2015/060.pdf）。
（24）　経済同友会改革推進プラットフォーム産業構造改革 PT 編「『攻め』の労働政策へ 5 つの大転換を―労働政
策の見直しに関する提言」2014 年 11 月 26 日（https://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2014/ 141126a.
html）。同 PT の委員長は，経営共創基盤代表取締役 CEO の冨山和彦である。
（25）　経済同友会 2013 年度人財育成・活用委員会編「企業のグローバル競争力強化のためのダイバーシティ & イン
クルージョン―『適材適所』による人財育成とボーダーレスの『適所適財』の実現」2014 年 5 月 9 日（https://
www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2014/140509a.html）。
（26）　経済同友会 2013 年度雇用・労働市場委員会編「多様な人材の柔軟な働き方を実現するための雇用・労働市場














　安倍首相は 9 月 24 日の記者会見で「名目 GDP600 兆円」「希望出生率 1.8」「介護離職ゼロ」の
「新三本の矢」を打ち出し，榊原経団連会長と三村明夫日商会頭を交えた「一億総活躍国民会議」


















2015 年 7 月 14 日（https://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2015/150714a.html）。
（28）　日本経済団体連合会「今後の労働者派遣制度のあり方について」2013 年 7 月 24 日（http://www.keidanren.
or.jp/policy/2013/070_honbun.html）。












抵抗した（32）。この論点はまた 4 月 21 日発表の日商「雇用・労働政策に関する意見」でも再度表明
された（33）。
　経団連は，安倍首相が再度消費税増税を先送りし，英国の EU 離脱が決定し，「一億総活躍国民




















（32）　「第 5 回一億総活躍国民会議」2016 年 2 月 23 日における三村日商会頭の発言。日本商工会議所『会議所ニュー
ス』2016 年 3 月 1 日付より。
（33）　日本商工会議所，東京商工会議所「雇用・労働政策に関する意見」2016 年 4 月 21 日。
（34）　日本経済団体連合会「同一労働同一賃金の実現に向けて」2016 年 7 月 19 日。
（35）　兵藤釗『労働の戦後史　上』東京大学出版会，1997 年，第 5 章，八代充史・島西智輝・南雲智映・梅崎修・
牛島利明編『能力主義管理研究会オーラルヒストリー―日本的人事管理の基盤形成』慶應義塾大学出版会，2010
年を参照。
（36）　経済同友会「雇用の質を高め，生産性を革新する」2016 年 5 月 11 日。
安倍政権の社会・労働政策と経営者団体（菊池信輝）
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入を前提条件にするべきだとし（39），日商は 2016 年 10 月から 11 月にかけて行った「時間外労働規
制に関する意識調査」（40）で賛成が 53.8％，反対が 40.7％だったという結果をもとに，上限規制は受
け入れるものの，一律の法的規制によらないことを「働き方改革実現会議」の場で求めた（41）。
　3 月 13 日には，経団連と連合が上限 100 時間未満で基本的に合意し（42），3 月 17 日の第 9 回働き
方改革実現会議で会議の正式な方針となり，「働き方改革実行計画」の決定にこぎ着けたのが 3 月
28 日であった。
　この 2017 年春闘もまた「官製春闘」の色彩を強めたが，大企業の賃上げ率は 2.34％と，前年を
0.07 ポイントと僅かながら上回る賃上げ率に過ぎなかった。












（37）　経済団体連合会「過重労働防止徹底のお願い」2016 年 11 月 15 日。
（38）　日本経済団体連合会編『2017 年版経営労働政策特別委員会報告―人口減少を好機に変える人材の活躍推進
と生産性の向上』経団連出版，2017 年。
（39）　経済同友会「時間外労働規制等に関する意見」2017 年 2 月 14 日。
（40）　日本商工会議所「時間外労働規制に関する意識調査」2017 年 2 月 1 日。
（41）　「第六回働き方改革実現会議」（2017 年 2 月 1 日）における三村日商会頭の発言。日本商工会議所『会議所
ニュース』2017 年 2 月 21 日付より。
（42）　日本経済団体連合会『経団連タイムス』2017 年 3 月 16 日付。
（43）　日本商工会議所，東京商工会議所「『働き方改革実行計画』に対する日本・東京商工会議所の考え方」2017 年
5 月 30 日。
（44）　日本商工会議所，日本経済団体連合会，経済同友会，全国中小企業団体中央会，日本労働組合総連合会他計
110 団体「長時間労働につながる商慣行の是正に向けた共同提言」2017 年 9 月 22 日。
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　経営者団体が「働き方改革」への対応に追われる最中，2017 年 10 月 21 日にまたもや衆院解散















な受け入れ策の構築を」2017 年 11 月 16 日（http://www.jcci.or.jp/cat298/2017/1116140614.html）。
（46）　経済団体連合会「女性活躍の次なるステージに向けた提言」2017 年 12 月 12 日（http://www.keidanren.or.jp/
policy/2017/102.html）。
（47）　「第二回人生 100 年時代構想会議議事録」2017 年 10 月 27 日（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinsei100 
nen/dai2/gijiroku.pdf）。
（48）　日本経済団体連合会「第 3 期教育振興基本計画に向けた意見」2017 年 6 月 20 日（http://www.keidanren.or. 
jp/policy/2017/049.html）。
（49）　「 第 三 回 人 生 100 年 時 代 構 想 会 議 議 事 録 」2017 年 11 月 30 日（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinsei 
100nen/dai3/gijiroku.pdf）。
（50）　経済同友会「子どもの貧困・機会格差の根本的な解決に向けて」2017 年 3 月 30 日（https://www.doyukai.
or.jp/policyproposals/articles/2016/pdf/170330a.pdf）。
（51）　「小林喜光経済同友会代表幹事の記者会見発言要旨」2017 年 10 月 31 日（https://www.doyukai.or.jp/chair 
mansmsg/pressconf/2017/171031_2016.html）。






係についてどのような知見が見出されるか。2018 年 1 月 16 日に発表された，最新の経団連『2018
年版経労委報告』（53）も交えながら，以下まとめてみよう。
　第一に，現在の経営者団体は，新自由主義改革の挫折と政権交代の影響を受け，政治に対する規
制力を失っている。『2018 年版経労委報告』は，2017 年 10 月 26 日の「経済財政諮問会議」や，

























（54）　『経済同友』2017 年 12 月・2018 年 1 月合併号。
（55）　「小林喜光経済同友会代表幹事の記者会見発言要旨」2017 年 11 月 14 日（https://www.doyukai.or.jp/chair 
mansmsg/pressconf/2017/171114_2149.html）。

















（57）　経済同友会『経済同友』2017 年 8・9 月合併号。
（58）　なお，武器輸出の解禁をめぐっても，積極的な政府と消極的な経営者団体というズレが見られる。この点につ
いて，拙稿「戦後保守政治の変質と財界のジレンマ」歴史科学協議会『歴史評論』（第 798 号）2016 年 9 月所収を
参照。
（59）　「中西氏『政権と対話充実』経団連会長内定発表」『日本経済新聞（電子版）』2017 年 1 月 9 日付。
（60）　「ボーイング向け炭素繊維複合材，東レが米生産増強」『日本経済新聞（電子版）』2014 年 1 月 26 日付。
